
※市外局番のない電話番号は『048』をつけておかけください。

朝霞和光資源循環組合からのお知らせ朝霞和光資源循環組合からのお知らせ

令和８年度一般会計予算概要
歳入 歳出

項目 金額
負担金 1,521,739
国庫支出金 280,278
使用料 7
財産収入 1,000
繰越金 2,000
諸収入 6,035
組合債 2,217,800

合計 4,028,859

（単位：千円） （単位：千円）
項目 金額

議会費 3,356
総務費 107,088
衛生費 3,190,743
公債費 254,098
諸支出金 465,574
予備費 8,000
合計 4,028,859

工事は順調に進んでいます

リチウムイオン電池の火災対策

　朝霞市と和光市が共同で、和光市内に新しいごみ処理施設の建設を進めています。令和12年
度の稼働開始を目標に、省エネ・低コストな施設を目指して事業を進めています。

組合公式インスタグラムで
情報発信中！

事業進捗、きょうの現場、
組合の行事など、タイムリー
に情報発信しています。
ぜひご覧ください。

　施設の建設現場では、昨年７月から敷地内にある
旧施設の解体工事などに着手し、建物の解体や汚染
土壌の入れ替え工事を実施しています。現在のとこ
ろ、工事は予定どおり順調に進んでいます。
　今年の秋ごろには新たな施設の建設工事に着手
し、場内の造成工事や建屋の杭打ち工事などを順次
進めていく予定です。

　リチウムイオン電池が原因と思われる、ごみ処理
施設の火災が各地で発生しています。建設中の新し
いごみ処理施設では、破砕装置に投入する前に電池
などの異物を取り除くラインを設けるほか、難燃性
素材の採用、磁力での異物除去、火災検知器や放水
銃の設置などを行う計画です。
　しかし、火災防止に一番効果があるのは、市民の
皆さんの「ごみ分別」です。リチウムイオン電池（同
電池が入った製品を含む）は、透明な袋に入れて、
燃やせないごみの日に、黄色いかごの脇に出してく
ださい。

←現場の状況（令和８年３月現在）

リチウムイオン電池の入ったごみの出し方↑
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問／朝霞和光資源循環組合（和光市広沢1番5号）
　　☎424-2253　Ｆ462-7710
　　Ｍ jimukyoku@asawa-junkankumiai.jp

戸建住宅は耐震診断最大10万円・耐震改修工事最大40万円を補助！！

耐震診断・耐震改修等補助金交付制度耐震診断・耐震改修等補助金交付制度

　いつどこで起こるかわからない地震に備えるには、今できることをすることが大切です。市では建物
の倒壊等の被害から居住する方を守るため、耐震診断・改修等の費用の一部に補助金を交付しています。
詳しくは、右のコードから市ホームページをご確認ください

補助対象 昭和56年5月31日以前に着工された建築物

■耐震診断補助
建築物の用途 補助金の額

戸建住宅（併用住宅含む）

耐震診断に
かかった
費用

50％以内で最大５万円まで

※ 障害のある方または
65歳以上の方が居住者
に含まれる場合

100％以内で最大10万円まで

共同住宅 50％以内で最大戸数×２万円
かつ100万円まで

住宅以外 50％以内で最大５万円まで

《補助要件》
原則として市内にある建築士事務所の
建築士（有資格者）による診断
※ 市内耐震診断業者リスト（掲載希望者）を市ホームペー
ジに掲載していますので、ご覧いただくかお問い合わ
せください。

■耐震改修工事・耐震シェルター等設置費補助
《共通》
・耐震診断の結果が耐震基準を満たしていないこと
《耐震改修工事の補助要件》
・ 原則として市内にある建設業者（建設業法規定の業者）に
よる施工

・耐震改修工事により耐震基準へ適合すること
《耐震シェルター等設置の補助条件》
・ 公的機関により、安全性の評価を受けた
耐震シェルター・耐震ベッド

・戸建住宅（併用含む）の1階に設置

建築物の用途等 補助金の額

戸建住宅（併用住宅含む）

耐震改修工
事にかかっ
た費用

20％以内で最大20万円まで

※ 障害のある方または
　 65歳以上の方が居住者
に含まれる場合

100％で最大40万円まで

共同住宅 20％以内で最大戸数×30万
円、かつ1,000万円まで

住宅以外 10％以内で最大100万円まで

耐震シェルター等
購入費およ
び設置にか
かった費用

50％以内で最大40万円まで

※ 障害のある方または
　 65歳以上の方が居住者
に含まれる場合

90％以内で最大40万円まで

ブロック塀等撤去費補助金交付制度ブロック塀等撤去費補助金交付制度

　ブロック塀等の安全対策のため、危険なブロック塀等の撤去工事を行う方に補助金を交付してい
ます。詳しくは右のコードから、市ホームページをご確認ください。　

補助対象 市内の道路または公共施設の敷地に面するブロック塀等の所有者または管理者

■ブロック塀等撤去費補助金
《補助要件》
 ・ 道路面または公共施設の敷地面から高さ1m以上で
倒壊のおそれがあるブロック塀等の撤去

※ 補助金の上限は40万円で同一敷地内の工事につき
　1回限り。一部撤去工事は、別途ご相談ください。

補助金の額 ①と②の金額を比較して少ない方の金額

①ブロック塀等の撤去工事に係る経費の80％

②ブロック塀等の見付面積１㎡ 当たり１万円を乗じた額

【共通事項】
①診断前・工事着工前に申請してください。　　②申請年度の１月末までに完了報告書を提出してください。

問／開発建築課　☎423-3854

問／開発建築課　☎423-3854
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